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技術ノート

1．検討の背景
火山噴火に起因して重大な土砂災害（降灰後の土石

流）が急迫している状況において、土砂災害が想定され

る土地の区域及び時期を明らかにするため、国土交通省

は土砂災害防止法に基づく緊急調査を実施する必要があ

る。緊急調査の実施要件としては、河川の勾配が10度

以上である区域の概ね5割以上に1cm以上の降灰等が堆

積している渓流かつ、概ね10戸以上の人家に被害が想

定される場合とされ、主に火山山麓への降灰を想定した

内容となっている。

一方、近年では内閣府の中央防災会議において、「大

規模噴火時の広域降灰対策検討WG」等が開催され、富

士山の宝永噴火をモデルケースとして大規模噴火時の広

域降灰を想定した対策検討を行い、令和7年3月には

「首都圏における広域降灰対策ガイドライン」が策定され

た。本ガイドラインでは、富士山の大規模噴火による降

灰の影響が首都圏等（火山災害警戒地域外の遠隔地域）

に及ぶ場合の降灰対策を想定して取りまとめられており、

降灰厚の違いによる住民等の基本的な行動についても記

載がされている。なお、大規模噴火時に想定される被害

の一つとして「降灰後の土石流」についても記載がある。

このように大規模噴火を対象として、上記ガイドライ

ンを基に各分野でそれぞれ検討が進められているが、大

規模噴火時の土砂災害については知見も乏しいことから、

その対応についても議論が進んでいない。このような状

況において、大規模噴火時の広域降灰を想定した緊急調

査をどのように実施し、どのように情報提供すべきなの

か等について、分野横断的に議論する必要がある。その

ためにまずは、広域降灰時にはどの地域で、どのような

状況になるかを把握した上での効率的な議論が求められ

ていた。

2．技術的なポイント
大規模噴火時の降灰後の土石流に対して、迅速で効果

的な対策や情報提供、避難支援を行うためにも、広域に

降灰が及んだ場合の緊急調査の実施や運用にあたり、ど

のような問題や課題があるのかを把握することがポイン

トとなる。その上で、降灰厚の違いによる土砂災害の危

険性や防災対応行動の違いに着目した調査地域の優先

度、火山山麓と火山遠方の地域で異なる調査手法、さら

に大規模噴火時の緊急調査の運用方法を議論する必要が

ある。

3．新たな技術的提案
大規模噴火の発生頻度は低く、どのような現象が発生

し、どのような影響があるのかを理解することが難しい。

そのため、まずは担当者間でのイメージの共有を図るこ

とを目的に、以下の検討内容を提案し、大規模噴火時の

広域降灰時に実施する緊急調査の問題点や課題の抽出を

行った。

① 過去の噴火実績により降灰の影響が及ぶ地域の把握

② 降灰シミュレーションによる降灰範囲と降灰厚、季節

の違いによる降灰特性の把握

これらの結果から大規模噴火時に降灰が及ぶ範囲（特

に降灰1cmの範囲と火口からの距離）に着目し、内閣府

が示している降灰の厚さと住民の避難行動の関係を踏ま

えて、降灰後土石流の発生の危険度評価と緊急調査の優

先度を検討した。大規模噴火時の降灰は広範囲に及び、

全域での緊急調査実施には莫大な時間と人的資源が必要

となるため、住民の避難行動と降灰後土石流の災害リス

クを考慮した調査優先順位を示した。

またこれら大規模噴火時の緊急調査の考え方について、

砂防・火山専門家に加え、全国の火山防災に深く携わっ

てきた池谷浩氏からも、緊急調査の運用や情報提供、効

率的な調査手法や共有方法等のアドバイスをいただいた。

以上の検討結果とアドバイスを踏まえて、噴火後の時

間経過ごとに収集すべき情報とその調査手法、留意点等

について大規模噴火時の緊急調査実施フローとして取り

まとめた。
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大規模噴火を想定した場合の
緊急調査手法の考え方

～令和6年度緊急調査手順検討業務～
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1．業務の背景
土砂・洪水氾濫対策計画は、「河床変動計算を用いた

土砂・洪水氾濫対策に関する砂防施設配置検討の手引き

（案）」（平成30年11月、国土交通省 国土技術政策総合

研究所）等に準じた一次元河床変動計算モデルを構築し、

モデルの妥当性や被害想定を「土砂・洪水氾濫対策計画

技術検討会（準備会）」に諮った上で、施設配置計画案

における事業効果の費用対効果分析までを行うものであ

る。このような取り組みは令和元年度から各水系で検討

が進められている。

神通川水系直轄砂防事業における土砂・洪水氾濫対策

計画は、短期的な土砂移動現象による土砂・洪水氾濫の

被害軽減・解消を目的に次の整備目標に向けて、検討が

進められている。

4．検討実施にあたって
本検討では、写真やイメージ図等を積極的に活用した

分かりやすい資料の作成や、火山灰がどの程度、どこま

で堆積するか、そしてどのような問題や課題があるか等、

1.�大正9年災害規模の流出土砂に対して、流域の安全性

を向上させること

2.�有沢橋付近からの氾濫を解消し、富山市中心部の被害

軽減を図ること

3.�基準点上流の飛騨市および高山市の氾濫被害軽減を図

ること

このような状況の中で、本業務では第1段階として、

中期的な事業計画における着手時点での土砂・洪水氾濫

被害を予測するための条件設定や河川整備計画との整合

性を検討・整理し、検討会（準備会）に提出して、新た

な事業効果の考え方について議論することが求められて

いた。

綿密な打合せにより担当者間で効率的に共有できたこと

が良かったと感じている。このような経緯で、本検討が

局長表彰をいただけたものと考えている。

土砂・洪水氾濫対策における
被害想定手法の考え方

～令和5・6年度神通川水系砂防事務所土砂・洪水氾濫対策検討業務～

2025年7月15日の新燃岳周辺の降灰と侵食の状況
（左写真：2025年6月22日噴火以降の降灰により火口周辺の源頭部に火山灰が堆積し、その後の降雨による浸食でガリ地形が明瞭に
なっている。右写真：山麓では土砂移動痕跡が確認できる。）【本写真は、内閣府総合科学技術・イノベーション会議の戦略的イノベー
ション創造プログラム（SIP）第3期「スマートインフラマネジメントシステムの構築」から提供を受けた。】
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